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社会保障の規模と経済成長  
一公的年金制度を中心に－  

佐 藤  格  

1970年，あるいは1970年から1980年までのデー  

タについて分析した結果，政府の規模が成長に与  

える効果および外部効果は正であり，また少なく  

とも1960年代に関しては，政府部門の生産性は佃  

の部門と比較して高い，などの結論を得ている。  

ただし，1960年代と1970年代では異なる結果が得  

られたりもしていることから，現在もこれらの関  

係が安定的に成立するかどうかには問題が残る。   

古川・高川・植村（2000）は，国民負担率と経済  

成長の関係について，OECD諸国のパネルデータ  

を利用して分析を行っている。この結果，国民負  

担率，あるいは潜在的国民負担率の上昇により，  

経済成長率が低下するという結論を得ている。ま  

た国民負担率と資本蓄積の関係を見ると，いずれ  

も資本ストックや家計貯蓄率を引き下げる効果が  

あることが示されている。ただし，各国の事情や  

両者の因果関係については必ずしも明らかになっ  

ておらず，また国ごとの異質性を考慮に入れる必  

要性についても言及している。   

長谷川・堀・鈴木（2004）は，マクロ計量経済モ  

デルを用いて，少子高齢化と，社会保障給付・負  

担の変化がマクロ経済に与える影響を分析してい  

る。分析の結果，少子高齢化がもたらす労働力人  

口の減少率は小さいため，しばらくの間影響は発  

生しないという結論を導いている。一方社会保障  

の水準を削減した場合には，当初は実質GDPを引  

き下げるものの，労働参加率の上昇と設備投資の  

増加により，中・長期的には経済が拡大すること  

になるとしている。ただし社会保障の水準を抑制  

することで，GDP成長率はプラスに変化するもの  

の，消費は一貫してマイナスとなっている。した   

Ⅰ は じ め に  

これまで経済成長率と社会保障支出，あるいは  

政府支出の規模との関係については，さまざまな  

研究がなされてきた。しかし，それらの研究から  

得られる結論もまたさまざまであり，その因果関  

係についてはいまだに議論の余地のあるところで  

ある。たとえば，経済成長と社会保障支出，ある  

いは政府支出の規模の関係を分析した研究として  

は，Atkinson（1995），Ram（1986），古川・高川・  

植村（2000），長谷川・堀・鈴木（2004），茂呂  

（2004）などがある。   

Atkinson（1995）では，社会保障支出と経済成長  

に関する既存研究においてさまざまな結論が得ら  

れていることを指摘し，社会保障支出が経済成長  

を阻害しているとは一概にいえないという結論を  

導いている。また，社会保障支出が経済成長を阻  

害するという因果関係にあるとは限らないという  

点についても指摘しており，低い成長率が失業給  

付をはじめとする社会保障給付を増大させる可能  

性についても示唆している。さらに理論モデルを  

用いた分析も行い，社会保障支出が貯蓄率を低下  

させるとは必ずしもいえず，したがって経済成長  

率に与える影響も一意には決定されないとしてい  

る。   

Ram（1986）は，Summers－Hestonのデータを利  

用し，政府の規模が成長に与える影響と，外部効  

果に関する符号，部門間での生産性の違いについ  

て，1960年から1980年までの115カ国の時系列  

データを用いて分析を行っている。1960年から  
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出所）『国民経済計算」1より筆者作成。  

図1 日本における実質GDPの成長率の推移  

1980198219糾198619881990199219941996199820002002  

年   

出所）『平成15年度 社会保障給付費』より筆者作成。  

図2 社会保障給付費の推移  

がって，GDP成長率をプラスにすることができた  

としても，消費を減少させるような改革に意味が  

あるのかどうかという点が非常に大きな問題とし  

て残されている。   

茂呂（2004）では，政府の規模と経済成長には負  

の相関があり，また政府支出を4種類に分割した  

場合，高齢化自体は経済のパフォーマンスに悪影  

響を与えるとはいえないものの，社会保障関連支  

出は経済成長と負の関係にある可能性が高いとい  

う結論を得ている。   

これらの研究では，ある一国を分析村象とする  

のではなく，OECD各国など，複数の国を分析の  

対象としている。しかし，OECDと一口にいって  

も，経済の規模はさまざまであり，プールして推  

計することには問題があると考えられる。また古  

川・高川・植村（2000）でも指摘されている通り，  

国ごとに異質性が存在することから，各国の状況  

を正しく把握する必要があると考えられる。した  

がって本稿では，対象国を日本に絞り分析する。   

それでは，近年の日本においてGDP成長率がど  

の程度の水準にあるのかということを見てみよう。  

図1は，1980年から2003年にかけての経済成長  

率の推移を示している。経済成長率は年によって  

変動が激しいため，一貫した傾向などは見られな  

いものの，1990年代に入ってからは，平均して成  

長率が鈍化してきていると考えることができる。  

また，図2で社会保障給付費の推移を見ると，こ  

の期間で社会保障支出が増加し続けていることも  

明らかである。したがって，この期間で両者の関  

係を見れば，社会保障支出の拡大に伴い経済成長  

率が低下した，と見ることは可能である。   

さらに，家計貯蓄率は図3に見られる通り低下  

傾向にあり，2002年には約7％にまで低下してい  

る。社会保障が民間の貯蓄を代替し，資本蓄積を  

低下させると考えれば，社会保障が経済成長を抑  

制するものであると考えることもできるかもしれ  

ない。ただし，図4にある通り，社会保障給付は高  

齢化の進展とほぼ同様の動きを見せており，人口  

構成が変化している以上，社会保障給付の増加は  

避けられないという面もある。また，古賀（2004）  

などでも指摘されている通り，高齢化自体が貯蓄  

率を低下させる要因となっていることから，社会  

保障の規模の拡大が経済成長率を低下させている  

としても，それは高齢化を原因とする避けられな  

いものである可能性もある。実際，図5にあるよ  

うに，2004年において60歳以上の世帯の61％を  

占める無職世帯において，貯蓄率は一貫してマイ  

ナスの値をとり続けている。ライフサイクルを考  

えれば，退職後は貯蓄を取り崩して消費を行うこ  

とが通常のパターンであると考えられる。した  

がって，高齢化が進展し，高齢の無職世帯が増加  

すれば，これらの世帯の貯蓄率の低下はより大き  

な影響を及ぼすことになると考えられる。   

また，経済成長率を決定する要因は社会保障支   
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出所）『国民経済計算」】より筆者作成。  

図3 家計貯蓄率の推移  
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出所）『家計調査年報」】より筆者作成。  

図5 60歳以上の世帯の貯蓄率の推移  
（億円）  
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済主体の合理的な行動を想定した上で，政策変更  

が各経済主体に及ぼす影響を一般均衡の枠組みで  

分析することが可能である。したがって，本稿の  

ように，社会保障の規模が経済成長や家計の厚生  

に与える影響を分析するためには非常に有用であ  

ると考えられる。なお本稿においては，社会保障  

の中でも特に公的年金に注目し，公的年金の規模  

や人口構成と，経済成長や家計の厚生の関係につ  

いて分析を行う。   

ライフサイクルー般均衡モデルを用いた社会保  

障に関する分析は，日本においても，本間・跡田・  

岩本・大竹（1987）にはじまり，さまざまな研究が  

なされてきた。本間・跡田・岩本・大竹（1987）で  

は，消費税の導入や実質的な給付水準の引き下げ，  

積立金の保持が資本蓄積の増加や経済成長の促進，  

世代間の厚生の不平等化の緩和などに有効である  

という結論を得ている。一方，遺産の存在を想定  

したライフサイクルー般均衡モデルのシミュレー  

ションを行っている岩本・加藤・目高（1991）で  

は，遺産が存在することにより，人口の高齢化が  

貯蓄率を上昇させるという可能性を示唆している。  

本間・跡田・大竹（1988）は，年金給付率の引き下  

げや支給開始年齢の引き上げが資本蓄積の上昇や  

公的負担率の減少につながり，また積立金の保持  

や財源の消費税化が資本蓄積を増加させ，効用水  

準を上昇させるという結論を示している。島津   

ぜ㈱ぜず㈱郎♂  

年  

出所）『平成15年度 社会保障給付費』『平成16年 人口  

推計年報」】『我が国の推計人口 大正9年～平成12  

年」】より筆者作成。   

図4 社会保障給付費と65歳以上人口の推移   

出や政府支出の規模だけではなく，人口や資本蓄  

積など，さまざまな要因が影響していることは明  

らかである。さらに，当然のことながら，高い経  

済成長率が実現したとしても，消費の水準が低下  

するなどの状況があれば，それが望ましい状況と  

はいえない。したがって，各世代の経済厚生によ  

る評価も不可欠である。そこで本稿では，ライフ  

サイクルー般均衡モデルを使用して，社会保障の  

規模や人口変動が貯蓄率や経済成長率，経済厚生  

にどのような影響を与えるのかということを分析  

する。ライフサイクルー般均衡モデルでは，各経  
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（2004）は，年金負担を消費支出に求めることは，  

世代間の対立を発生させるものの，労働供給を増  

加させたり貯蓄率を増加させたりすることにつな  

がり，経済を活性化させるという結論を得ている。  

また経済成長率の伸びは一時的なもので，やがて  

消滅するものの，水準効果の永続により，1人当  

たり所得は年金財源を消費支出に求めた方が高く  

なるということを示している。川崎・島澤（2003）  

は先行研究を整理し，現行の年金制度の下では，  

高齢化により労働供給と貯蓄率が低下することを  

示した。また，社会保障負担の上昇だけを見た場  

合には，将来世代への悪影響が過大評価されてし  

まうが，人的資本の蓄積等が将来世代の厚生を改  

善させる可能性についても言及している。さらに，  

Ihori，Kato，Kawade，Bessho（2005）は，公的年  

金制度に加えて医療保険制度をも明示的に組み込  

んだモデルを使用し，財政再建や，高齢化の進展  

に伴う医療保険の増大，2004年の公的年金改革な  

どが経済に与える影響について分析を行っている。   

本稿の構成は以下の通りである。ⅠⅠでモデルを  

説明するとともに，ⅠⅡではシミュレーションの方  

法を説明する。Ⅳではシミュレーションの結果を  

示し，考察を加える。Ⅴでは本稿で得られた結果  

をまとめ，今後の課題を記す。  

ⅠⅠライフサイクル一般均衡モデルによるシミュ   

レーション  

1モデルの説明  

ⅠⅠでは，81世代のライフサイクルー般均衡モデ  

ルを用い，社会保障の規模や人口動態が変化した  

ときに，貯蓄率や資本蓄積，経済成長率，経済厚  

生などがどのように変化するのかということを分  

析する。   

本稿のモデルの特徴は次の通りである。まず，  

動学的な一般均衡モデルであり，経済に存在する  

財市場，労働市場，資本市場は，それぞれ市場の  

価格メカニズムにより需給が一致する。また，閉  

鎖体系であり，海外部門は考慮しない。したがっ  

て，経済に存在する主体は，家計，企業，政府の3  

つとなる。以下では，具体的なモデルを提示して，  

家計，企業，政府の動学的一般均衡モデルを展開  

する1）。  

2 家  計   

モデルにおいては年と世代，各世代に属する家  

計の年齢を区別することが必要になる。たとえば，  

2005年に20歳で経済に参入する世代を2005年世  

代とする。2005年世代の生まれ年は1985年であ  

る。家計は1年経過するごとに年齢が1歳加齢す  

る。2006年になれば，2005年世代の年齢は1歳加  

齢して21歳となる。2085年に2005年世代は最長  

生存年齢の100歳を迎え，2086年に世代全員が死  

亡し，経済活動から退く。他の世代についても同  

様である2）。また，家計は寿命の不確実性に直面し  

ている。ある期に生存している家計が次の期にも  

生存しているかどうかは，生存確率♪に依存して  

決定される。   

家計の効用は一時点のCES型効用関数と，時間  

に関して分離可能なライフサイクル効用関数によ  

り記述される。一時点の効用は消費と余暇から得  

るものとし，ライフサイクル効用は，各時点にお  

ける効用の割引現在価値の総和として求められる。  

1   〝ブ，ぶ＝（cま，；1／p・α程／p）i両  （1）   

軸壌（可轟〕（2）   
ここで，坊は第f世代のライフサイクル効用，〝ま㍉  

は5歳時点での効用，Cは消費，gは余暇，∂は時  

間選好率，γは異時点間の代替の弾力性，βは同時  

点における消費と余暇の代替の弾力性，αは余暇  

のウェイト・パラメータ，∂は100（ぶ＝80）歳の  

最終生存年齢を表している。   

家計の予算制約は下式の通りであり，利子所得  

と労働所得，遺産，公的年金を受け取り，消費を  

行う。なお，公的年金は65（5＝45）歳以降に支給  

されるものとする。   

4，汁1＝‡1・（トTr（亜（f））4，5・（1一丁〟（f）  

一丁叫（中坤）丁棚（中叫（f））抑（f）可1－gi．5）   

・（1一項糎・（1一項糎－（1・丁。（肺5  
（3）   
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の最適経路を導出することができる。  ここで，rは利子率，紺は賃金率，βは人的資本  

プロファイル，Tγは利子所得税率，T紺は労働所得  

税率，T叫は年金保険料率，Tゐは相続税率，T。は消  

費税率，りは社会保険料控除パラメータである。  

人的資本プロファイルβは，年齢別の単位時間あ  

たりの給与額と賞与額の合計によって表されてい  

る。   

また公的年金給付∂は，受給世代の現役時の労  

働供給量に依存して決定される。現役時の労働供  

給の総量をもとに標準報酬年額ガが計算され，年  

金給付率βを乗じることにより，年金支給額が決  

定される。すなわち，すべての家計が厚生年金に  

加入しているような状況を想定している。  

みi，5＝妖，5＋軌5  

＝‡㍍（f）棚（f）棚（f）≡：孟夏   

叫）＝紺（f）ち（1－ら∫） （5）   

なお，労働することができる最大の年齢斤は64  

（ぶ＝44）歳である。公的年金は基礎年金支給額が妖  

報酬比例部分支給額が妙として表されている。汀  

は物価上昇率，吉はマクロ経済スライド率，捗は基  

礎年金の年金給付率，β♪は報酬比例部分の年金給  

付率である。また，一般会計は消費税率を調整す  

ることにより均衡を実現しているが，消費税の増  

税にともなう物価上昇については物価スライドと  

して年金給付額の増加に反映される。さらに2005  

年以降2023年までの期間においては，マクロ経済  

スライドを適用する。マクロ経済スライド率吉は，  

労働力人口の減少率に0．3％を加えることで求めら  

れる。なお，物価は消費税率の影響のみを受け，  

貨幣要因や政府債務残高要因は考慮していない。  

さらに遺産αは，各世代の家計が最終生存年齢ま  

で生存しなかった際に発生したものが集計され，  

その時点において生存するすべての家計に均等に  

配分される。また，消費が当該期のキャッシュフ  

ローを超えることができないという形で流動性制  

約を課している。   

以上の設定のもとで，家計のライフサイクルに  

おける効用最大化問題を解くことで，消費と余暇   

♪汁1（hl）‡1・（1一丁小1））r（hl））  

Ci，汁1  

A（f）  （1・∂）拍）  

〔若ト5   
（6，  

A＋1（hl）‡1・（トTγ（hl））r（hl）‡  

（1・∂）錘）   

迂5≦屈E  

迂5＞兄E  

才子か1＝  

1  

（7）  

3 企  業   

経済には集計された1つの企業しかないことを  

想定し，Cobb＝Douglas型生産関数をもとにして，  

資本∬と労働エを使用して生産物yを産出する。  

y（り＝¢叫）亡エけど  （8）   

限界生産力原理により，賃金率と利子率は以下  

のように求めることができる。  

紺（f）＝（1－g）¢叫）亡エ（f）‾亡  

r（f）＝g¢坤）ト1⊥Ml‾亡   

4 政  府   

政府は一般会計と年金会計を保有する。一般会  

計は，税収mを得て，政府支出Cに加え，基礎  

年金の一部を国庫負担するという形態で年金会計  

への資金移転を行っている。また年金会計は，保  

険料収入PCと一般会計からの国庫負担をもとに，  

退職した家計への年金給付アβを行う。簡単化の  

ため，一般会計と年金会計は各期において均衡予  

算を維持し，政府債務残高と年金積立金は存在し  

ないと仮定する。   

一般会計と年金会計の収入と支出は，それぞれ  

次のように表される。ただし，gは1家計あたりの  

一般会計の支出である。   

叫）＝雛c（f）い（T抑（f）   
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ⅠⅠⅠシミュレーションの方法  一項）T紺（中畑（勅抑凧1一ら∫）  

＋7r（中（り4，ざ＋T烏（f）恥）凡（f）  

（11）  

1定常状態と移行過程の確定  

ⅠⅠで提示されたモデルをもとにシミュレーショ  

ンを実行するには，パラメータを設定しなければ  

ならない。シミュレーションにおいては，まず過  

去から将来までの年齢別の人口構成を固定して計  

算を行い，基本的なパラメータの値を確定させる。  

これを初期定常状態の計算と呼ぶ。また，初期定  

常状態を出発点として，制度改革が終了し，人口  

も一定の成長率で推移するようになってからしば  

らくの時間が経過したのちに，経済は新たな定常  

状態に到達することになる。これを最終定常状態  

と呼ぶ。なお，初期定常状態から最終定常状態へ  

の移行は，瞬時になされるわけではない。した  

がって，最終定常状態へ移行するまでの過程を計  

算する必要がある。この計算を移行過程の計算と  

いう。   

本稿では初期定常状態を2005年とする。なお，  

移行過程の表現にあたっては，人口変動をも考慮  

に入れる必要がある。2005年から2100年におけ  

る人口構成は，国立社会保障・人口問題研究所  

（2002）『日本の将来推計人口」】を利用し，各期に  

おいて20歳から100歳までの生存確率ヴ，♪を計  

算した。また2100年から最終定常状態に到達する  

までの期間については，出生率と各歳時点におけ  

る生存確率のデータが存在しない。そこで，2101  

年以降の出生率と各歳時点での生存確率には，  

2091年から2100年の10年間の出生率と生存確率  

の平均値を与えている。   

移行過程の経路上では，2006年以降に参入する  

世代については，人口動態によって生じる税制や  

公的年金の将来的な変化を完全に予見して行動す  

る。一方2005年において既に経済に参入している  

世代は，2005年までは初期定常状態と同じ家計行  

動にしたがうことになる。  

2 パラメータの設定   

シミュレーションを実行するために，モデルに  

パラメー タを与える。ここで必要となるパラメー  

タは，人的資本パラメータと，効用関数ならびに   

上） C（f）＝∑拙（f）  

ざ＝0   

β 打（f）＝∑（で叫（f）抑凧1－Jf，ざ）βざ）凡（f）  
5＝0  

上）  

用（f）＝∑（姉∫＋妙わ）凡（f）  
ぶ＝0  

（12）   

5 市場均衡   

経済には資本市場，労働市場，財市場があり，  

いずれも毎期均衡する。なお，各市場の均衡条件  

を示す前に，各期における家計の総消費Cと総資  

産残高5を以下のように集計する。  
β  

C（f）＝∑cf，ざ凡（f）  
5＝0   

β  

坤）＝∑4，5凡（f）  
ざ＝0   

資本市場は，経済の総資産残高が資本と等しく  

なることで均衡する。前述の通り，本稿のモデル  

において一般会計と年金会計は各期均衡予算を維  

持すると想定しているため，政府債務残高と年金  

積立金は存在しない。したがって，本稿で想定し  

ている経済においては，家計の総資産残高5のみ  

がマクロの総資本斤を形成する。  

坤）＝坤）   

労働市場は完全雇用を仮定している。  
β  

項）＝∑（1－Jf，ざ）凡（f）  
ざ＝0  

（17）  

（18）   

均衡における財市場では，財の生産量が総消費，  

投資，政府支出，基礎年金の国庫負担部分の合計  

に等しくなる。  

咋）＝C（小（坤卜和一1））  

β     ＋C（り・n（f）∑軋凡（f）  

ざ＝0  

（19）  
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表1 シミュレーションのケース分け  

S拓けりJJPJ・り6  23   

ケース   保険料率（社会保障の規模）   人口推計   

ケース1（基準ケース）  2004年改正のスケジュール通り   中位推計   

ケース2   14．288％の保険料率を維持   中位推計   

ケース3   2017年まで0．354％ずつ低下   中位推計   

ケース4   2005年の給付水準を維持するように内生的に決定  中位推計   

ケース1A   2004年改正のスケジュール通り   高位推計   

ケース1B   2004年改正のスケジュール通り   低位推計   

生産関数，さらには政府の税制と公的年金にかか  

わるものである。   

人的資本パラメータg5には，時間あたり賃金率  

を推定して与えた。推定に使用したデータは厚生  

労働省（2005）『平成16年賃金構造基本続計調査』  

の「年齢階級別きまって支給する現金給与額，所  

定内給与額及び年間賞与その他特別給与額」，企業  

規模計，産業計である。1年間の給与と賞与を合  

計した総報酬ベースの時間あたり賃金率g5を被説  

明変数として，年齢AG長一（＝ぶ＋20）と，勤続年数  

エ5（＝ぶ）で回帰した。なお，かっこ内は才値を表  

す。  

g5＝一刀．76208＋0．11664×AGg－0．00140  

（づ・87034）（7・23715）（－9・38545）  

×AGg2＋0．06497×ムS  （20）  

（5．61433）元2＝0．98752   
また，効用関数のパラメータに，時間選好率∂＝  

－0．02，異時点間の代替の弾力性γ＝0．4，同時点に  

おける消費と余暇の代替の弾力性p＝0．6，余暇の  

ウェイトパラメータα＝0．1を与えた3）。生産関数  

については，初期定常状態で賃金率紺＝1，利子率  

γ＝0．04を実現するような効率パラメータ◎と分  

配パラメータどを逆算して求め，◎＝0．87293，ど＝  

0．19590を得た4）。なお，シミュレーションにおけ  

る実行可能性を確保するために，技術進歩率は常  

に0であるという想定をおいている5）。   

最後は，税制と公的年金に関するパラメータで  

ある。初期定常状態における税制を表現する税率  

として，労働所得税率一打＝0．1，利子所得税率Tγ＝  

0．2，消費税率T。＝0．05，相続税率Tゐ＝0．1，社会保  

険料控除パラメータり＝0．5と想定した。  

公的年金に関するパラメータについては，初期  

定常状態では年金保険料率丁坤＝0．14288，老齢基礎  

年金給付率捗＝0．31506，老齢厚生年金給付率晶＝  

0．24468である。すなわち，両者を合計した年金給  

付率は，β＝0．55974となる。また，国庫負担率は  

臼＝1／3としている6）。これらのパラメータのもと  

で初期定常状態を表現すると，退職年齢は64歳  

（月旦＝44），流動性制約に拘束される年齢は20歳か  

ら22歳（E＝2）となった。   

以上の設定をもとに，Gauss＝Seidel法を利用す  

ることで合理的期待の移行過程を計測する。シ  

ミュレーションの手順は佐藤（2004）と同様であ  

る。  

3 シミュレーションのケース分け   

シミュレーションは表1の各ケースについて行  

う。   

まず，貯蓄率や経済成長，経済厚生に与える影  

響を，社会保障の規模の変化によって検討したい。  

社会保障の規模の変化を示すために，厚生年金保  

険料について，2004年改正のスケジュールにした  

がって，2017年以降18．3％の保険料率となるよう，  

2016年まで毎年0．354％ずつ保険料率を上昇させる  

ケースと，2004年10月以降の14．288％の保険料  

率を維持するケース，さらには基準ケースとは逆  

に，2016年まで毎年0．354％ずつ保険料率を低下さ  

せ，2017年以降保険料率を10．04％で固定するケー  

ス，基準ケースの初期定常状態で得られた年金給  

付率を維持し，それに見合うだけの年金保険料率  

を徴収するケースを想定した7）。さらに基準ケース  

において，人口推計を変化させることで，人口の   
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変化が貯蓄率や経済成長，経済厚生に与える影響  

を見ることにしよう。これら6パターンの比較を  

行うことにより，社会保障の規模や人口変動が経  

済に与える影響を分析する。  

4 シミュレーションの結果   

高齢化ほ貯蓄率を低下させ，また労働力人口も  

減少させるため，高齢化の進展が経済に悪影響を  

与えることは予想できる。しかし一方で，社会保  

障の規模を変化させることがもたらす影響につい  

ては，各時点において，負担をする家計と給付を  

受ける家計が同時に存在するため，どの方向に影  

響が生じるかは明らかではない。したがって，社  

会保障の規模の変化が与える影響を，シミュレー  

ションの結果を見ることで明らかにしたい。   

（％）  

8   

7  

6   

5  

4  

3   

2   

1   

0  

ケース1  
（基準ケース）  

ケース2  
－－－－－－－ ケース3  

－－－－－ ケース4  

w∧州卜、伽、1ケース1A  
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年  

図6 貯蓄率  

で推移するのは，現役世代の負担が減少すること  

により貯蓄の増加する効果が，退職世代の年金給  

付水準の低下による貯蓄取り崩しの効果を上回る  

ためであると考えられる。しかし人口が高齢化す  

ることに伴い，現役世代の人数に村する退職世代  

の人数の割合が高まると，年金給付の減少により  

退職世代が貯蓄を取り崩す効果の方が大きくなる  

ことにより，貯蓄率が低下すると考えられる。ま  

たケース4については，年金負担が過大になるこ  

とから，現役世代の貯蓄が抑制されるという効果  

が強く現れ，他のケースと比較しても低い貯蓄率  

になっていると考えることができる。  

2 資本労働比率   

次に，資本労働比率の推移である。資本労働比  

率はほぼ一貫して上昇傾向にある。これは高齢化  

により資本労働比率の分母である労働力人口が減  

少することによる影響が大きいと考えられる。ま  

た，個別のケースを見ると，資本労働比率は社会  

保障の規模と人口要因の両方の効果を受けている  

ことがわかる。社会保障の規模だけ見れば，資本  

労働比率はケース3で最も高く，次いでケース2，  

基準ケース，ケース4のようになっており，保険  

料負担が小さいほど資本労働比率が高くなること  

がわかる。一方人口要因による資本労働比率の変  

化を見ると，ケース1Bで高い資本労働比率が得ら  

れ，ケース1Aで低い資本労働比率となる。これは   

まずは貯蓄率の動向を示す。貯蓄率見4析は，以  

Fの定義で示す。  

∑≡。（4，山一4，S）凡（f）  
£4巧   

（21）   

‡pf  

”f＝姜［‡1・（1一丁r（f）州‡4，S   
・（1一丁抑（fトT噌（f）   

・坤）T紺（中坤（f））紺（f）石1－ら5）   

・（1－ち（肺5・（1一項擁，5］叫）（22）   

貯蓄率は，いずれのケースでも低下傾向にあり，  

2050年には1％程度まで低下することになる。こ  

れは高齢化が進む以上，避けられない傾向である  

と考えられる。   

個別のケースに目を向けてみよう。当初はケー  

ス2やケース3のように，年金負担が比較的小さ  

くなるケースにおいて貯蓄率が高くなる。しかし，  

次第に各ケースの差は縮小していく傾向にある。  

また，2020年頃から先では，ケース4における貯  

蓄率が最も低い値となる。なお，人口推計を高位  

推計や低位推計に変更しても，それほど大きな差  

は生じない。   

この結果は，次のように解釈することができる。  

当初ケース2やケース3における貯蓄率が高い値  
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図7 資本労働比率  

資本労働比率の全体的な動きと同様，低位推計で  

は労働力人口が最も小さくなることから，資本労  

働比率の分母が小さくなり，資本労働比率が高ま  

るという結果になっていると考えられる。  

3 経済成長率   

さらに，経済成長率の動きを見てみることにし  

よう。経済成長率は（8）式をもとに，以下のよう  

に定義する。  

200520102015 202020252030203520402045 2050  

年  

図8 経済成長率   

4 経済厚生   

最後に経済厚生の推移を示す。経済厚生は，各  

歳時点における効用の割引現在価値を足し合わせ  

ることによって求めている。なお，本稿のモデル  

においては，各世代は生まれ年，あるいは人口推  

計に関する想定により生存確率が異なるため，効  

用の合計値を経済厚生とした場合には世代間比較  

が困難である。しかし，このように定義された経  

済厚生を使用しても，制度変更の影響を世代別に  

分析することは可能であると考えられる。した  

がって，いずれの期に生まれた世代も，当該世代  

の生まれ年の基準ケースにおける家計の厚生が1  

であると想定して比較を行うこととする。   

まず，1955年以前に生まれた世代にとっては，  

基準ケースで最も高い厚生が得られることがわか  

る。しかし1956年以降は，何らかの制度変更が  

あったケースにおいて，基準ケースよりも高い厚  

生が得られることになる。ケース2とケース3で  

は，1972年以前に生まれた世代では，基準ケース  

から変更することで厚生が悪化するが，それ以降  

に生まれた世代の厚生は基準ケースよりも高くな  

る。さらにケース4では，1955年以前に生まれた  

世代と2009年以降に生まれた世代は基準ケースよ  

り厚生が悪化する。   

以上のことから，本稿で行ったようなシミュ  

レーションでは，特定の世代の厚生を上昇させる  

ことは可能であるが，すべての世代の厚生を上昇   

省一羊＿1  
羊＝   

（23）   

経済成長率は図8で示される。本稿のモデルか  

ら計算された経済成長率にはかなりのゆれがあり，  

評価しづらい面はあるものの，全体的に経済成長  

率が低下傾向にあることは確認できる。   

また，個別のケースを見た場合であるが，社会  

保障の規模が基準ケースよりも小さくなるケース2  

やケース3で僅かに経済成長率が高まり，社会保  

障の規模が大きくなるケース4で僅かに経済成長  

率が低下する。しかし各ケースの差はほぼすべて  

の期において0．1％未満であり，社会保障の規模の  

違いによる経済成長率の差はほとんど見られない  

といえるだろう。また人口推計による差は，社会  

保障の規模による違いと比べれば明らかに見られ  

るものの，やはり僅かなものにとどまっている．。  

したがって，本稿のモデルからは，社会保障の規  

模を変化させても，経済成長に与える影響は非常  

に小さいという結果が得られた。  
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この影響もわずかなものにとどまる。   

経済厚生は社会保障の規模に大きく影響を受け  

る。ただし，本稿で行ったようなシミュレーショ  

ンの範囲においては，全ての世代の厚生を改善さ  

せるように制度を変更することはできなかった。   

以上のことから，公的年金の給付水準あるいは  

保険料率の水準を変更したとしても，それが経済  

成長を促進する効果は非常に僅かであり，むしろ，  

厚生を低下させてしまう世代が発生するという意  

味でデメリットが大きいということが明らかに  

なった。したがって，経済成長を促すという目的  

のためには，社会保障の規模を変化させることは  

不適切であり，また社会保障の規模を検討する際  

には各世代の厚生と関連させて評価すべきである  

という結論が得られた。   

最後に，本稿に残された問題点について指摘す  

る。   

まず，本稿のモデルでは各世代の経済厚生を使  

用し，それぞれの世代の厚生が制度変更によりど  

のように変化するのかということを分析している  

が，世代間の比較を行うためには，本稿で行った  

ような，各期の効用を足し合わせた経済厚生によ  

る評価だけでは不十分であり，等価変分や補償変  

分などの指標を用いた分析も必要となるだろう。   

また，モデルに積立金の存在を想定し，それを  

どのように取り崩すかということについての想定  

を変更することにより，給付水準や資本蓄積にも  

大きな影響があると考えられる。ただし，積立金  

の取り崩しが給付水準，あるいは保険料率に与え  

る影響の計算はできるものの，積立金の運用方法  

などについての想定をどのようにおくのかという  

ことについては問題が残るため，今回は積立金の  

存在を捨象して分析を行った9）。   

さらに，本稿のようなシミュレーションにおい  

ては，パラメータの設定によりモデルの挙動が大  

きく変化することがある。したがって，感度分析  

を行うことにより，結果の頑健性を検証すること  

も必要になるだろう。   

これらの点については今後の課題としたい。   
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図9 経済厚生  

させるということはできないことがわかった釦。し  

たがって，社会保障の規模を縮小することで得ら  

れる経済成長へのプラスの効果が小さいのに村し  

て，社会保障の規模の縮小がもたらす経済厚生へ  

の悪影響の方が大きいと考えられる。また，ケー  

ス4は後の世代の厚生を大きく低下させることか  

ら，社会保障の規模を拡大させすぎることもまた  

不適切であると考えられる。  

Ⅴ 結  

本稿においてはライフサイクルー般均衡モデル  

を用いて，社会保障の規模，あるいは人口の変化  
が貯蓄率や資本労働比率，経済成長率，経済厚生  

といった変数に与える影響を分析した。本稿のシ  

ミュレーションの結果得られた結論を要約すると  

以下のようになる。   

貯蓄率は，当初は保険料負担の低いケースにお  

いて高くなるものの，次第に各ケース間の差は縮  

小していく。また人口推計を変化させても，貯蓄  

率に与える影響は小さい。   

資本労働比率は社会保障の規模と人口要因の両  

方の影響を受ける。社会保障の規模が小さいほど，  

また労働力人口が少ないほど資本労働比率が高ま  

る。   

経済成長率は社会保障の規模の影響をほとんど  

受けない。人口推計の変化の影響は受けるものの，  
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ものを経済における総資本として扱い，積立金部   

分の取り崩しの効果を分析した例としては佐藤   

（2004）が挙げられる。   
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注   

1）なお，紙幅の都合上，モデルに関する説明の一  

部を省略している。モデルの詳細な設定について  

は筆者まで問い合わせ頂きたい。   

2）年をf，世代をf，年齢を計20で表すとき，各  
変数にはf＝トSの関係がある。ここで，世代才の  

生まれ年は才一20で表現できる。   

3）上村（2002）には既存研究の効用関数のパラ  
メータが一覧されている。なお，時間選好率が負  

の値をとっているが，賃金成長のあるようなモデ  

ルにおいては，正の時間選好率を与えた場合，将  

来の所得の上昇を見込んでマイナスの貯蓄を行う  

ことが最適となることもあるため，これがシミュ  

レーションの実行に影響を与える可能性がある。  

また無限期間のモデルとは異なり，ライフサイク  

ル型のモデルにおいては，時間選好率が負の値と  

なっても，実質利子率が負になるとは限らない。   

4）現在の日本経済における利子率は非常に低い  

値であり，本稿で想定している利子率γが0．04と  

なっているのは過大な値であると考えられる可能  

性もあるが，本稿のモデルにおける利子率は実物  

資産からの収益率を想定しているため，高めの値  

を設定している。   

5）Ihorietal．（2005）では，日本において，1983年  
から2002年までの技術進歩率はほぼ0であった  

という結果を示している。ただし，この結果が将  

来にわたって技術進歩率が0であることを意味し  

ているわけではないという点も指摘し，技術進歩  

があるケースについてもシミュレーションを行っ  

ている。   

6）移行過程においては，2009年以降国庫負担率  
が1／2に上昇する。   

7）このケースにおいては，2050年には保険料率  

が22．31％まで上昇することになる。   

8）本稿のように労働供給に村するdistortionが含  

まれるモデルにおいては，世代間の所得再分配を  

適切に行うことによって，Paretoimprovingな結  

果が得られることもある。しかし本稿ではそのよ  

うな世代間の所得再分配までは考慮に入れていな  

いため，世代によっては厚生が悪化するという結  

果が得られている。   

9）積立金の残高と家計の資産残高とを集計した  
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